
交通機関選択意識のモデ、ノレ化とその検証
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1. 交通機関選択宅デルの体系化

マーケティングリサーチの世界では，製品と商品を厳

密に区別している.製品は工場で作られ，品質や原価等

いろいろな評価基準が用いられている.これに対して商

品の評価基準はただ 1 つ. I売れるか，売れなし、か」し

かない.

L 、かに品質の優れた良い製品であっても，売れなけれ

ば商品としての価値はゼロである.良い製品が必ずしも

売れる商品とならないことに経営者の悩みがあり，マー

ケティングリサーチと L 、う学問の存在意義がある.

眼を都市計画の分野に向けると，ここでも同様なこと

が問題になっている.昭和30年代までの交通機関は大部

分が公有されており，個人が自由に利用できる交通手段

は自転車か，自分の足しかなかった.したがってこの時

代の交通事業者は利用者のニーズではなく，お互いの領

域を尊重しあうことによって十分利益を上げることがで

きた.

利用者の立場からすると他の交通手段を選択する自由

がないため，公共交通機関を利用せざるを得なかった.

これらの人々を交通計画学では Captive層(捕われの身

の人々)と名づけている.

これら捕囚の人々は自家用自動車を入手することによ

って自由の身に，すなわち交通手段を選択できる Choice

層へと変身した.

昭和40年代以降の公共交通問題はここから始まってい

る.利用者の減少に気づいた公共交通事業者は，人々が

選択したくなる交通+ーピスを提供することよりも，自

家用車を保有し，運転することを抑制するキャンベーン

を展開した.いわゆるイコールフィッティング論や都心

さとう けし、L、ち，いがらしひでお北海道大学工

学部

〒060 札幌市北区北13条西 8 丁目
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乗入れ税などの構想、がこれに相当しよう.

しかし商品としての魅力のない製品は売れ残り，空席

が滞貨し，わが国最大の公共交通事業者であった国鉄は

分割・民営化された.

都市計画・交通計画において交通機関選択モデルが注

目され，多くのモデルや研究論文が発表されているのは

以上のような背景があるからである.図 1 はこれら交通

機関選択モデルを，データの特性と基礎とする数理モデ

ルによって分類したものである.その内容を要約すると

以下のようになる.

(1 ) 集計データと非集計データ

パーソントリップ調査は都市圏に居住する人々の交通

行動を調べるものであり，個人ごとにデータがファイル

化されている.従来の交通機関選択モデルは個人のデー

タをゾーンごとに集計し，構築してきた.したがってこ

のモデルには距離や料金などの交通条件は反映されてい

るが，年齢や性別，自家用車の保有などの個人属性は考

慮されていない.

このため 1980年代になると交通条件はもとより，個人

属性までを取りこんだ非集計行動モデルが開発された.

このモデルは理論的前提が明確なこと，必要サンプル数

が少ないこと，きめの細かし、交通サービスに対応できる

ことなどの理由により急速に普及した[ lJ. しかし補完

データの作成に手聞がかかり，新設される交通機関の選

択率を予測するには問題のあることも指摘されている.

(2) 意識データと行動データ

人聞は一般に，意識の指示によって行動をコントロー

ルする.社会学や心理学において意識調査を実施するの

はこのためであり，交通工学でも種々の意識調査が実施

されている.例外的に無意識の行動も存在するが，これ

は条件反射的であり，選択行動とはみなしえない.

一方，自動車や歩行者の交通量を数える非意識的な調

査もある.筆者らは交通計画に用いるデータを早くから

「意識データと行動データ J に区別し，それぞれ次のよ
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図 1 交通機関選択モデルの体系図

うに定義してきた [2J.

①意識データ:被験者の意識，価値観，記憶などについ

て調査し，得られたデータ

②行動データ:自動車交通量や歩行者数のように事実に

ついて調査し，得られたデータ

ところで森川は，アメリカにおける意識データの適用

事例とその課題について報告している [3J.

ただしアメリカでは行動データをRPデータ，意識デ

ータを SP データと呼称している.

③RP データ (Revealed Preference Data) 

市場において顕在化 (revealed) した消費者の行動結

果を表わす情報

④SP データ (Stated Preference Data) 

市場における現存の代替案の選好結果ではなく，仮想

または実存する代替案に対する選好の意思に関する情

報

交通機関選択モデルを行動データではなく，意識デー

タを用いる長所をまとめると次のようになる.

i) データの範囲を拡張することができる.

ii) 工夫によって要因聞の重共線を避けることができ

る.

iii) 安全性や快適性などの定量化しにくい要因を取り

1990 年 4 月号

入れることができる.

iv) 選択肢を明示できる.

v) 仮想の代替案(たとえばリニアモーターカーなど)

に対する選択意識を知ることができる.

2. 実験計画毛デルの理論構成

意識データを用いて交通機関選択するとき， t 、くつか

の課題が存在する.筆者らはこれらの課題を実験計画法

の手法を応用して解決してきた.以下においてその内容

を紹介し，あわせて実験計画モデルの理論構成を説明す

る.

(1) 意識データの回答誤差

意識データを用いてモデルピノレディングを行なうとき

最も課題となることはデータの信頼性である.特に被験

者が不まじめに答えているとか，意識と行動の不一致な

どの，いわゆる回答誤差の存在が問題になる.行動デー

タの場合に問題となるサンプリング誤差は統計的に取り

扱いできるのに対して，回答誤差は非統計誤差であるだ

けに始末に困るのである.

このため筆者らは「ふまじめな回答による誤差の大き

さ J を数値化するため，実験計画法を応用したアンケー

ト調査法を新しく開発した[4J. 

(7) 197 
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



表 1 要因と水準

要因の説明 |水準 1 1 水準 2 1 水準 3
M| 交通目的 |通勤|買物私用卜\
A| 自宅から地下鉄駅までの距離 1 400m 1 800m 1 1, 600m 

B| 自宅から乗継バス停までの距離 1 80m 1 250m I ωOm 

c| 自宅から JR駅までの距離 | ωOm 1 800m 1 1, 200m 

D1  JR札幌駅から目的地までの距離 | ωOm 1 800m 1 1, 200m 

E i 地下鉄大通駅から目的地までの距離| ωOm ¥ 800m \1 , 200m 

表 1 は I J R駅選択意識調査」で採用し

た要因と水準を示したものである.これら

の要因と水準を L18 (2' x37 ) 直交表へ割り

つけ， 18種類の質問文を作成した. 1 質問

文に対して 100人程度の被験者を割り当

て， J R ・地下鉄・パス・自家用車の選択

率を調べた.

要因と水準の組合せにより JRの選択率

は当然変動する.しかしこの変動の中には

回答誤差による変動も含まれている.した

がって分散分析法を用いてこれらの変動を

分離するのである.

JR駅選択意識調査によって得られたデータから表 2

に示す分散分析表を作成する.この表で注目すべき点、は

残差項 e の寄与率である.この寄与率は採用した要因以

外の変動割合，つまり回答誤差や取り上げなかった要因

による変動の大きさを示している.直交表を用いてアン

ケート文を作成する長所をまとめると次のようになる.

①要因闘に直交性のある意識データを作成することがで

きる.交通機関選択モデルの多くは線形構造になって

おり， データが直交性を有している意味は重要であ

る.

②直交表を用いることにより，必要な情報を最小限の調

査票種で求めることができる.

③寄与率を計算することにより，採用した要因の影響度

を知ることができる.また残差項の寄与率があまりに

大きければ，意識調査をやり直すことになる.

ところで森川氏は直交表を用いてアンケート文を作成

することに対して，次のように批判している.

「統計学的効率性のみを考慮し，実験計画法理論に厳

密にしたがうあまり，各属性値が代替案間で全く共線性

を持たなし、，つまり直交するように定めると，多くの場

合現実離れした代替案が作られ，被験者に対して現実性

を失い，かえってデータの信頼性を失うことがある」

森川の指摘どおり，直交表にしたがうと現実離れした

代替案が作成されることもある.しかし被験者の回答誤

差， 特にデタラメに回答しているか否かを検証するに

は，このようなアンケート文があえて必要になるのであ

る‘誰れが考えても利用するとは恩われない条件に対し

て，誰れもが選択しないということが重要であり，被験

者の回答誤差がこれによって明らかになるのである.

(2) ロジ..，トモデルの競導

交通機関選択モデルはロジットモデルや重回帰モデ

198 (8) 

表 2 分散分析表

要因|偏差平方和|自由度|分 散 \Fー値|寄与率
M 27144.40 27144.40 3.07 2. 19 

A 136982.00 2 68491. 00 15.51* 14.28 

B 9984. 75 2 4992.38 1. 13 0.00 

C 460078.00 2 230039.00 52.09ホ 52.96 

D 42958.00 2 21479.00 4.86 3.03 

E 122081. 00 2 61040.70 13.82* 12.50 

e \ 353一両 4 1 

T 1835382 ∞1 18 1 
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一Eノレ，数量化理論モデルをベースとし，意識データや行動

データによってパラメータを推計し，構築する.特に式

(1)に示すロジットモデル (Logit Model) は次に示すよ

うな優れた機能を有している.

Ezp(ao+2aAj) 

Pt =τ一一一ーとうr
L: Exp(ao+L: atXu) 
i=l j=l 

ここで， Pi : 交通機関の選択率 (i=l ， … ， m)

Xij: 交通機関の選択要因

j 要因数(j=I ，… ， n)

(1) 

aO, ah "., an : パラメータ

〔ロジットモデルの特徴〕

①選択率 Pjが必す'[O， IJに入る.

② 式(1)を変形することにより ， aO~ah". ， an のパラメ

ータを容易に推計することができる.

③ データの内挿が可能であり，選択モデルとしての操

作性が優れている.

非集計行動モデルは効用理論からロジットモテ勺Lを誘

導している[ 1J. これに対して実験計画モデルでは情報

理論にもとづいてロジットモデルを誘導するものであ

る.
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今，ある交通機関を選択するか，否かと L 、うパイナリ

ーの [O， IJ データが得られたとする.ここでザンプルサナ

イズを n， [IJの出現確率をHとしたとき，エントロピー

Hは式(2)で与えられる.

H=-n{lnP+(I-P)ln(I-P)} (2) 

しかしこのエントロピ-Hは，確率分布形が不明な場

合には計算することができない.またわずかの観測値か

ら分布形を仮定することも適当ではない.そこで田口玄

ーはエントロピーと同様の性質を有する二項分散 σ2=P

(I-P)に注目し，その利用を提唱している [5J.

二項分散の全分散ST=nP(I-P)はノルムの 2 乗であ

るから， Parseval の直交分解が成立する.

ST=SS+SN 

ただし， SS: Signal の分散

となる.式闘をさらに変形すると

Pi=Exp(8-1 )・Exp(ao+2aIXtj)=0(叫

すべての交通機関について考えると， L: Pi=1 より，

m m n 
L: P=Exp(8ーt).L: Exp(ao+L: ajXij)=1 (1幼
�=1  t=1 j=1 

式(1司を式(11)へ代入すると， ロジットモデルの一般形が得

られる.

Exp(ao+L: ajX曻) 
Pi=mj=1η 仰)

L: Exp(ao+L: ajXij) 
�=1  /=1 

ロジットモデルは効用理論からも誘導できるが，理論

的前提を吟味すると情報理論からのアプローチの方が妥

(3) 当性が高いように思われる.なぜならば効用理論にもと

づく場合，誤差変動がワイフりし分布すると仮定した時の

SN: Noise の分散 みにロジットモデルになるからである.もし誤差変動が

さらに Ssは各選択要因の成分に分解でき ， SNとの比 正規分布にしたがうとしたならば，誘導されるモデルは

較によって分散分析を行なうことができる.実験計画モ プロピットモデルになる.

テ'ルにおいて直交表を用いてアンケート文を作成し，分 これに対して情報理論からのアプローチは， Iエント

散分析表を求めるのはこのためで・ある. ロピーを最大化する」と L 、う仮説を用いている.この行

ところでロジットモデルは， I交通機関の選択はエン 動仮説はマクロ的には公理とみなされており，交通機関

トロビーを最大化するように決定される J とし、ぅ仮定の の選択行動においても成立すると考えられるからであ

もとで，次のように誘導される. る.
情

H=-L: Pi1nPi• Max 

式(4)を式(5)のように変形する.

-H=芝 Pi1nPt→Min

これを次の 3 条件のもとで解く.

を Pi=1

Pi=�i 
n n 
L; PiXij=L: �Xij 
1=1 1=1 

ここで， Pi :;交通機関 i の選択率

交通機関の種類 (i=l ， … ， m)

j 選択要因数(j=I ，… ， n)

ゐ:実現確率

XíJ: 交通機関の j選択要因

ここで Lagrange の未定係数法を用いるため，関数φ

を次のように定義する.

φ=2Pz叫-0(gn-1)-ao(Pt-sz)
n n 

-aj(L: PjXij-L: �Xij) (9) 
1=1 1=1 

7こだし 8， ao ， aj: 未定係数

式(9)を P;， 8, ao , aj で偏微分すると
n 

aφjàPi=O より ， 1+1nPi-8-ao-L: ajXij=O ω) 
1=1 

1990 年 4 月号

仏)
3. 実験計画毛デルの予測精度

(5) 
アンケート調査時には真剣に考えて「利用する J と回

答しでも，実際の行動では「利用しなL 、」ことは珍しく

ない.意識データが交通計画情報として積極的に利用さ

れなかった理由の 1 つに，この回答誤差の問題がある.

意識と行動にどれだけのギャップがあるかは，事前事

後調査を実施することによって一目瞭然となる.実験計

画モデルでは，常に実現可能な交通サーピスを要因と水

準に採用している.したがって対象とする交通システム

が完成した暁には，予測値と実際値との照合を直ちに行

なうことができる.

式(14)は表 2 の分散分析表で有意になった要因を用いて

構築した JR駅選択モデルである.

)

)

)

 

ζ
υ
n

，
。
。

(

(

(

 

PJR 
I+Exp{ ー(ー1. 115+0. 378X1干工039X2

(14) 
-1. 795X. -0. 796X5+ 1. 096X6)} 

この式を用いて 1985年 12月に， J R新駅の利用者数

(通勤通学交通)を予測したところ735人/日となった.

1986年 11 月に JR函館本線発寒中央駅が新設された.

開業のインパクトも収まった 1987年 4 月に，実際の利用

(9) 199 
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表 3 実験計画モデルの構築例と事前・事後分析結果

調 査 名|目 的|推定モデル| 事前・事後分析 要因と水準

新千歳空港陸上 新交通システ
直交多項式 予測値 1 35 引昭和1年12月調査 料 金ゆ00門

運輸施設整備 ムの選択率を 乗 車 時 間 :40分

事業推進調査 予測する
(重回帰式) 実績値 1 38. 9% 1 昭和56年 11月調査 待 ち 時 間: 30分

旭川パス輸送網整備
新設パス路線 予測j値 |ω川昭和労相O月調査 交パスの通運行目間隔的19: 通勤
の利用客数を オメガモデル 3-4 回/離時

計画調査
予測する 実績値 l 似|昭和56年 3 月調査 パス停までの徒歩距

200, 400, 600m 

千歳空港にお 予鉄道 41.3% 鉄道の乗車時間 :40分

演目ハス 40.6% 昭和%年11月調査 鉄道の料金:900円
けるアクセス 値その他 18.1% 千歳空港
交通機関の分

集計ロジット 鉄道の待ち時間: 30分

アクセス調査業務
担率を予測す

モデル

値実績
鉄道 40.3% 季 節:冬期

る
ノ、 八 39.3% 昭和56年 11月調査 方 向:上り

その他 20.4% 地下鉄との乗継パス:無

地下鉄の延長 交 通 目的:通勤

都市内公共輸送機関 に伴う乗継パ 予測値 50.7% 昭和55年 7 月調査 乗継パス乗車時間: 10分
集計ロジット

乗継システム スシステムの 乗継料金:230内

策定調査 選択率を予測
モデル

実績値 1 51 仲間12月調査 直行パス運行間隔: 14分

する 乗継パス運行間隔 7 分

者数を調査した結果日の平均利用者数は 661人であ

った.意識モデルの予測値と実際値の差は約 10%であ

り，予測精度は十分に満足できるものであった.

表 3 は筆者らがこれまで構築してきた実験計画モデル

の事前事後調査結果を示したものである.いずれの事例

においても予測精度は良く，実験計画モデルが交通機関

選択モデルとして優れていることを裏づけている.

4. 実験計画毛デルの今後の課題

実験計画モデルは意識データを用いているため，母集

団と標本集団の関係を明示できない.したがって構築さ

れたモテ、んの一般性や地域移転性については，さらに研

究を進める必要がある.筆者らのこれまでの経験による

と，実験計画モデノしは都市圏全体のモデルとして用いる

より，ある特定のプロジェクトについて構築し，適用す

る方が良い結果を得ている.

ところで効用理論の妥当性を論じるとき，プロミネン

ス仮説が問題になる.つまり，利用者はある特定の要因

のみに注目して，他の要因の水準が悪くなってもそれを

無視するというものである. 効用最大化原理からする

と，プロミネンス仮説で選択行動を行なう人々は，許せ

ない存在になる.

しかし実験計画モデルで、は要因聞の直交性が保たれて

200 (10) 

おり，たとえプロミネンス仮説のように人々が選択行動

を行なったとしても，モデル全体の信頼性が損なわれる

ことがない.筆者らは，学生はお金のみを，ビジネスマ

ンは時間の短かL 、ことのみを考慮して交通機関を選択し

ている事例から，プロミネンス仮説的な行動こそ，実際

的ではないかと想定している.

実験計画モデルはプロミネンス仮説による行動を表現

できる数理モデルで、あり，その理論構成を鋭意研究中で

ある.
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